
若しくは廃止の同

意又は財産区の住

民に対する不均一

の課税若しくは徴

収の同意

23 同法第296条の６ ○

第１項の規定によ

る財産区の事務の

処理についての報

告の聴取若しくは

資料の提出の要求

又は監査の実施

24 同法第298条第２ ○

項の規定による市

町村の事業団の設

置の認可

25 同法第298条第２ ○

項の規定による市

町村の数の増減又

は事業団の規約の

変更の認可

26 同法第298条第３ ○

項の規定による市

町村の事業団の規

約の変更が名称、

位置又は経費の支

弁の方法のみであ

る場合の届出の受

理

五 地方自治１ 同令第174条の６ ○

法施行令 第１項の規定によ

（昭和22年 る事件を調停に付

政令第16 すことが適当でな

号）に基づ いと認めるときの

く知事の権 当事者への通知

限に属する

事務 ２ 同令第174条の６ ○

第２項の規定によ

る事件を自治紛争

処理委員の調停に

付したときの告示

及び当事者への通

知

３ 同令第174条の６ ○

第３項の規定によ

る自治紛争処理委

員に対する調停の

経過についての報

告の要求

六 住居表示 １ 同法第３条第３ ○

に関する法 項の規定による住

律（昭和37 居表示を実施すべ

年法律第 き区域等の報告の

119号）に 受理

基づく知事

の権限に属２ 同法第１0条の規 ○

する事務 定による市町村に

対する住居表示の

円滑な実施のため

の勧告又は住居表

示に関する事務に

ついての報告の要

求若しくは技術的

な援助若しくは助

言

七 住民基本１ 同法第30条の22 ○

台帳法（昭 第２項の規定によ

和42年法律 る指定情報処理機

第81号）に 関に対する指示

基づく知事

の権限に属２ 同法第30条の23 ○

する事務 第２項の規定によ

る指定情報処理機

関への報告の要求

及び立入検査

３ 同法第30条の37 ○ ○ 総合事務所長

第２項の規定によ



る本人確認情報の

開示及び不存在の

通知

４ 同法第30条の38 ○ ○ 総合事務所長

第２項の規定によ

る本人確認情報の

開示請求に対する

開示期限の延長の

通知

５ 同法第30条の40 ○ ○ 総合事務所長

の規定による開示

に係る本人確認情

報の訂正、追加又

は削除の申出に対

する調査及びその

結果の通知

６ 同法第31条第２ ○

項の規定による市

町村長に対する報

告の要求又は助言

若しくは勧告

７ 同法第31条第４ ○

項の規定による主

務大臣に対する助

言又は勧告の要求

８ 同法第37条第１ ○

項の規定による市

町村長に対する資

料の提供の要求

八 地方公務１ 同令第16条第６ ○

員等共済組 項の規定による市

合法施行令 町村職員共済組合

（昭和37年 の業務上の余裕金

政令第352 の有価証券の取得

号）に基づ 等への運用につい

く知事の権 ての承認

限に属する

事務 ２ 同令第67条第１

項の規定により知

事の権限に属する

ものとされた地方

公務員等共済組合

法（昭和37年法律

第152号）に基づく

事務

(一) 同法第144条 ○

の27第１項又は

第４項の規定に

よる市町村共済

組合の業務の執

行の監督又は市

町村共済組合の

業務及び財産の

状況の監査

(二) 同法第144条 ○

の28第１項の規

定による医師等

に対する報告等

の要求、質問又

は検査

３ 同令第67条第５ ○

項の規定による市

町村職員共済組合

の定款の変更の認

可についての申請

等の受理及び当該

申請等の総務大臣

への提出

４ 同令附則第29条 ○

の規定による管理

組合の事業計画書

等の受理及び当該

書類等の総務大臣

への提出

九 地方公務１ 同規則第25条の ○

員等共済組 規定による決算精

合法施行規 算表等の受理及び



則（昭和37 当該書類等の総務

年自治省令 大臣への提出

第20号）に

基づく知事

の権限に属

する事務

十 地方公務１ 同規程第15条の ○

員等共済組 規定による市町村

合法施行規 職員共済組合の債

程（昭和37 権の放棄等につい

年総理府・ ての承認等

文部省・自

治省令第１

号）第166

条第１項の

規定により

知事の権限

に属するも

のとされた

同規程に基

づく事務

十一 地方公１ 同法第41条の規 ○

営企業法 定による市町村の

（昭和27年 地方公営企業の経

法律第292 営に関するあっせ

号）に基づ ん若しくは調停又

く知事の権 は勧告

限に属する

事務

十二 地方公１ 同令第28条の規 ○

営企業法施 定による市町村の

行令（昭和 公営企業の経営に

27年政令第 関する事項等につ

403号）に いての報告の受理

基づく知事 及び当該報告の総

の権限に属 務大臣への提出

する事務

２ 同令第33条の規 ○

定により準用する

地方財政再建促進

特別措置法施行令

（昭和30年政令第

333号）第15条の規

定による地方公営

企業法又は同令に

基づいて総務大臣

に提出すべき書類

の受理並びに当該

書類及びその意見

の総務大臣への提

出

３ 同令第34条第１ ○

項の規定により知

事の権限とされた

地方公営企業法第

49条第３項におい

て準用する同法第

44条第１項及び第

３項の規定による

市町村である再建

企業の財政再建計

画の変更の同意及

び変更の事後同意

４ 同令第34条第２ ○

項及び第３項の規

定による財政再建

計画を変更しよう

とする場合におけ

る総務大臣への事

前協議及び財政再

建計画の変更に同

意した場合におけ

る総務大臣への報

告

十三 地方財１ 地方財政再建促 ○

政再建促進 進特別措置法施行

特別措置法 令第13条第１項の

（昭和30年 規定により知事の

法律第195 権限に属するもの

号）に基づ とされた同法第22



く知事の権 条第３項において

限に属する 準用し、同項の規

事務 定により読み替え

る同法第３条第５

項前段の規定及び

同法第22条第４項

において準用し、

同項の規定により

読み替える同法第

３条第１項の規定

による準用財政再

建団体の財政再建

計画の変更の同意

２ 同法第２条の規 ○

定による財政の再

建の申出の受理並

びに当該申出及び

その意見の総務大

臣への送付

３ 同法第23条第２ ○

項の規定による歳

入欠陥を生じた市

町村の寄附金等の

支出の同意

十四 地方財 １ 同令第13条第４ ○

政再建促進 項、第５項及び第

特別措置法 ７項の規定による

施行令に基 財政再建計画の軽

づく知事の 微な変更について

権限に属す の総務大臣への報

る事務 告、財政再建計画

の変更に同意しよ

うとする場合にお

ける総務大臣への

事前協議又は財政

再建計画の変更に

同意した場合にお

ける総務大臣への

報告

２ 同令第14条の４ ○

の規定による財政

の再建が完了した

旨の報告の受理及

び当該報告の総務

大臣への送付

３ 同令第15条の規 ○

定による地方財政

再建促進特別措置

法又は同令の規定

に基づいて総務大

臣に提出すべき書

類の受理並びに当

該書類及びその意

見の総務大臣への

送付

十五 地方交１ 同法第５条第３ ○

付税法に基 項の規定による市

づく知事の 町村の基準財政需

権限に属す 要額及び基準財政

る事務 収入額に関する資

料等の審査及び当

該書類の総務大臣

への送付

２ 同法第17条の規 ○

定による市町村に

対し交付すべき交

付税の額の算定及

び交付

３ 同法第17条の２ ○

の規定による国税

の課税の基礎とな

るべき所得額等に

関する書類の閲覧

又は記録の請求

４ 同法第17条の３ ○

第２項の規定によ

る市町村の交付税



の額の算定に用い

た資料の検査及び

その結果の総務大

臣への報告

５ 同法第17条の４ ○

第１項の規定によ

る市町村の交付税

の額の算定方法に

関する意見につい

ての申出の受理及

び当該申出の総務

大臣への提出

６ 同法第18条第１ ○

項の規定による市

町村の交付税の額

に関する審査の申

立ての受理及び当

該申立ての総務大

臣への提出並びに

同条第２項の規定

による審査結果の

市町村長への通知

の送付

７ 同法第19条第７ ○

項の規定による市

町村の錯誤措置に

対する異議の申立

ての受理及び当該

申立ての総務大臣

への提出並びに同

条第８項による市

町村長への決定通

知の送付

十六 公有地１ 同法第１0条第２ ○

の拡大の推 項の規定による市

進に関する 町村の土地開発公

法律（昭和 社の設立の認可

47年法律第

66号）に基２ 同法第14条第２ ○

づく知事の 項の規定による市

権限に属す 町村の土地開発公

る事務 社の定款の変更の

認可

３ 同法第19条第２ ○

項の規定による市

町村の土地開発公

社の業務及び資産

の状況に関する報

告の要求及び事業

所への立入検査

４ 同法第19条第５ ○

項の規定による市

町村の土地開発公

社の業務に関する

命令その他必要な

措置の要求

５ 同法第22条第１ ○

項の規定による市

町村の土地開発公

社の解散の認可

十七 地方財１ 同法第５条の３ ○

政法に基づ 第１項の規定によ

く知事の権 る市町村債の起債

限に属する 及び起債方法等の

事務 変更の同意

２ 同法第５条の４ ○

第１項、第３項及

び第４項の規定に

よる市町村債の起

債及び起債方法等

の変更の許可

青一 学校教育 略 青一 学校教育 略

少 法（昭和22 少 法（昭和22

年 年法律第26 年 年法律第26

・ 号）に基づ ・ 号）に基づ

文 く知事の権 文 く知事の権



教 限に属する 教 限に属する

課 事務（子育 課 事務（子ど

て支援総室 も家庭課の

の所掌事務 所掌事務に

に係るもの 係るものを

を除く。） 除く。）

二 私立学校１ 略 二 私立学校１ 略

法（昭和24 法（昭和24

年法律第 年法律第２ 同法第11条の規 ○

270号）に 270号）に 定による私立学校

基づく知事 基づく知事 審議会の委員の候

の権限に属 の権限に属 補者の推薦につい

する事務 する事務 ての私立学校の教

（子育て支 （子ども家 育一般の改善振興

援総室の所 庭課の所掌 を図ることを目的

掌事務に係 事務に係る とする団体に対す

るものを除 ものを除 る要求

く。） く。）

２ 略 ３ 略

３ 略 ４ 略

４ 略 ５ 略

５ 略 ６ 略

６ 略 ７ 略

７ 略 ８ 略

８ 略 ９ 略

９ 略 10 略

10 略 11 略

11 略 12 略

12 略 13 略

13 略 14 略

14 略 15 略

15 略 16 略

16 略 17 略

略 略

五 鳥取県青１～３ 略 五 鳥取県青１～３ 略

少年健全育 少年健全育

成条例（昭４ 同条例第12条の ○ 成条例（昭

和55年鳥取 ２第７項の規定に 和55年鳥取

県条例第34 よる改善事項報告 県条例第34

号）に基づ 書の提出の命令 号）に基づ

く知事の権 く知事の権

限に属する５ 略 限に属する４ 略

事務 事務

６ 略 ５ 略

７ 略 ６ 略

８ 略 ７ 略

９ 略 ８ 略

10 略 ９ 略

11 略 10 略

12 略 11 略

13 略 12 略

14 略 13 略

15 同条例第22条第 ○

３項の規定による

深夜営業施設への

立入調査等の実施

男 男一 鳥取県立１ 同条例第３条の ○ 男女共同参画

女 女 倉吉未来中 規定による利用の センター所長

共 共 心の設置等 許可



同 同 に関する条

参 参 例（平成12 ２ 同条例第４条の ○ 男女共同参画

画 画 年鳥取県条 規定による利用の センター所長

推 推 例第５号） 拒否

進 進 に基づく知

課 課 事の権限に３ 同条例第５条の ○ 男女共同参画

属する事務 規定による措置命 センター所長

（男女共同 令

参画推進課

の所掌事務４ 同条例第６条の ○ 男女共同参画

に係るもの 規定による利用許 センター所長

に限る。） 可の取消し

一 鳥取県立 略 二 鳥取県立 略

倉吉未来中 倉吉未来中

心管理規則４ 同規則第５条第 ○ 男女共同参画 心管理規則４ 同規則第６条の ○ 男女共同参画

（平成13年 １項の規定による センター所長 （平成13年 規定による利用の センター所長

鳥取県規則 利用の可否につい 鳥取県規則 変更の許可

第９号）に ての通知 第９号）に

基づく知事 基づく知事５ 同規則第７条の ○ 男女共同参画

の権限に属５ 同規則第５条第 ○ 男女共同参画 の権限に属 規定による利用辞 センター所長

する事務 ３項の規定による センター所長 する事務 退の申出の受理

（男女共同 利用終了の申出の （男女共同

参画推進課 受理及び点検 参画推進課

の所掌事務 の所掌事務

に係るもの６ 同規則第６条 ○ 男女共同参画 に係るもの６ 同規則第８条の ○ 男女共同参画

に限る。） （第１号の場合に センター所長 に限る。） 規定による施設設 センター所長

限る。）の規定に 備の滅失等の届出

よる施設設備の滅 の受理及び届出者

失等の届出の受理 に対する指示

及び届出者に対す

る指示

７ 同規則第９条の ○ 男女共同参画

規定による利用終 センター所長

了の申出の受理及

び点検

交一 鳥取県暴１ 同条例第８条第 ○

通 走族根絶条 １項の規定による

政 例（平成12 基本方針の策定

策 年鳥取県条

課 例第81号）２ 同条例第８条第 ○

に基づく知 ２項の規定による

事の権限に 警察本部長の意見

属する事務 の聴取

３ 同条例第８条第 ○

３項の規定による

基本方針の公表

統一 統計法１ 同法第８条第１ ○

計 （昭和22年 項の規定による指

課 法律第18 定統計調査以外の

号）に基づ 統計調査の実施の

く知事の権 届出

限に属する

事務 ２ 同法第12条第１ ○

項の規定による統

計調査員の任免

３ 同法第15条第２ ○

項の規定による指

定統計の調査票の

統計上の目的以外

の使用の承認の申

請

二 統計法施１ 申告義務者の決 ○

行令（昭和 定、統計調査員の

24年政令第 指揮監督、調査区

130号）第 の設定、調査票の

８条の規定 配付、取集、審査

により知事 及び集計、調査票

の権限に属 その他関係書類の

するものと 作成保管及び送付

された事務 並びに指定統計調

査の実施に伴う事

務

三 鳥取県統１ 統計調査の実施 ○

計調査条例 の決定

（昭和25年

鳥取県条例２ 同条例第４条の ○



第７号）に 規定による調査区

基づく知事 の設定及び調査員

の権限に属 の任免

する事務

四 鳥取県統１ 同規則に基づき ○

計調査条例 行う統計調査に係

施行規則 る申告義務者の決

（平成12年 定、統計調査員の

鳥取県規則 指揮監督、調査票

第20号）に の配布、取集、審

基づく知事 査及び集計、調査

の権限に属 票その他関係書類

する事務 の作成保管及び送

付並びに届出統計

調査の実施に伴う

事務

２ 統計調査の結果 ○

の公表

文 略 文 略

化 化

政 政

策 策

課 課

略 略

観一 旅行業法１ 同法第５条第１ ○ 観一 旅行業法１ 同法第５条第１

光 施行令（昭 項の規定による旅 光 施行令（昭 項の規定による旅

政 和46年政令 行業又は旅行業者 課 和46年政令 行業又は旅行業者

策 第338号） 代理業の登録 第338号） 代理業の登録

課 の規定によ の規定によ (一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

り知事の権 り知事の権 東伯郡の区域に 所長

限に属する 限に属する 係るもの

ものとされ ものとされ (二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

た旅行業法 た旅行業法 港市及び西伯郡 所長

（昭和27年 （昭和27年 の区域に係るも

法律第239 法律第239 の

号）に基づ 号）に基づ (三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

く事務 く事務 域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

２ 同法第５条第２ ○ ２ 同法第５条第２

項の規定による登 項の規定による登

録をした旨の通知 録をした旨の通知

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

３ 同法第６条第１ ○ ３ 同法第６条第１

項（同法第６条の 項（同法第６条の

３第２項において ３第２項において

準用する場合を含 準用する場合を含

む。）の規定によ む。）の規定によ

る登録の拒否 る登録の拒否

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

４ 同法第６条第２ ○ ４ 同法第６条第２

項の規定による登 項の規定による登

録を拒否した旨の 録を拒否した旨の



通知 通知

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

５ 同法第６条の３ ○ ５ 同法第６条の３

第１項の規定によ 第１項の規定によ

る有効期間の更新 る有効期間の更新

の登録 の登録

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

６ 同法第６条の３ ○ ６ 同法第６条の３

第２項において準 第２項により準用

用する同法第５条 する同法第５条の

の規定による有効 規定による有効期

期間の更新の登録 間の更新の登録を

をした旨の通知 した旨の通知

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

７ 同法第６条の４ ○ ７ 同法第６条の４

第４項の規定によ 第４項の規定によ

る登録事項の変更 る登録事項の変更

に係る届出があっ に係る届出があっ

た事項の登録 た事項の登録

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

８ 同法第６条の４ ○ ８ 同法第６条の４

第２項において準 第２項により準用

用する同法第５条 する同法第５条の

の規定による登録 規定による登録事

事項の変更に係る 項の変更に係る届

届出があった事項 出があった事項の

の登録をした旨の 登録をした旨の通

通知 知

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長



(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

９ 同法第７条第４ ○ ９ 同法第７条第４

項（同法第８条第 項（同法第８条第

３項において準用 ３項において準用

する場合を含 する場合を含

む。）の規定によ む。）の規定によ

る営業保証金の供 る営業保証金の供

託の届出をすべき 託の届出をすべき

旨の催告 旨の催告

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

10 同法第７条第５ ○ 10 同法第７条第５

項（同法第８条第 項（同法第８条第

３項において準用 ３項において準用

する場合を含 する場合を含

む。）の規定によ む。）の規定によ

る旅行業の登録の る旅行業の登録の

取消し 取消し

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

11 同法第12条の２ ○ 11 同法第12条の２

第１項の規定によ 第１項の規定によ

る旅行業約款の認 る旅行業約款の認

可及びその変更の 可及びその変更の

認可 認可

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

12 同法第18条の３ ○ 12 同法第18条の３

の規定による業務 の規定による業務

改善命令 改善命令

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

13 同法第19条第１ ○ 13 同法第19条第１

項又は第２項の規 項又は第２項の規

定による旅行業務 定による旅行業務

の停止の命令又は の停止の命令又は

旅行業若しくは旅 旅行業若しくは旅

行業者代理業の登 行業者代理業の登



録の取消し 録の取消し

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

14 同法第19条第３ ○ 14 同法第19条第３

項において準用す 項により準用する

る同法第６条第２ 同法第６条第２項

項の規定による旅 の規定による旅行

行業務の停止の命 業務の停止の命令

令又は旅行業若し 又は旅行業若しく

くは旅行業者代理 は旅行業者代理業

業の登録の取消し の登録を取消しを

をした旨の通知 した旨の通知

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

15 同法第20条第１ ○ 15 同法第20条第１

項又は第２項の規 項又は第２項の規

定による旅行業又 定による旅行業又

は旅行業者代理業 は旅行業者代理業

の登録の抹消 の登録の抹消

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

16 同法第23条第１ ○ 16 同法第23条第１

項の規定による意 項の規定による意

見の聴取 見の聴取

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

17 同法第23条第３ ○ 17 同法第23条第３

項の規定による意 項の規定による意

見を聴取しないで 見を聴取しないで

行う登録の拒否 行う登録の拒否

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係



るもの

18 同法第25条の規 ○ 18 同法第25条の規

定による旅行業者 定による旅行業者

等の団体の届出の 等の団体の届出の

受理 受理

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

19 同法第26条第１ ○ 19 同法第26条第１

項又は第２項の規 項又は第２項の規

定による旅行業者 定による旅行業者

等の業務に関する 等の業務に関する

報告の徴収又は旅 報告の徴収又は旅

行業者等の営業所 行業者等の営業所

等への立入検査の 等への立入検査の

実施 実施

(一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

東伯郡の区域に 所長

係るもの

(二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

二 旅行業法１ 同令第49条第１ ○ 二 旅行業法１ 同規則第49条第

施行規則 項の規定による意 施行規則 １項の規定による

（昭和46年 見聴取会の議長の （昭和46年 意見聴取会の議長

運輸省令第 指名 運輸省令第 の指名

61号）に基 61号）に基 (一) 倉吉市及び ○ 中部総合事務

づく知事の づく知事の 東伯郡の区域に 所長

権限に属す 権限に属す 係るもの

る事務 る事務 (二) 米子市、境 ○ 西部総合事務

港市及び西伯郡 所長

の区域に係るも

の

(三) 日野郡の区 ○ 日野総合事務

域に係るもの 所長

(四) (一)～(三) ○

以外の区域に係

るもの

略 略

略 略

福一 社会福祉 略 福一 社会福祉 略

祉 法（昭和26 祉 法（昭和26

保 年法律第45 保 年法律第45

健 号）に基づ 健 号）に基づ

課 く知事の権 課 く知事の権

限に属する 限に属する

事務（障害 事務（障害

福祉課、長 福祉課、長

寿社会課及 寿社会課及

び子育て支 び子ども家

援総室の所 庭課の所掌

掌事務に係 事務に係る

るものを除 ものを除

く。） く。）

略 略

五 生活保護１ 同令第15条の規 ○ 五 生活保護１ 同規則第15条の ○

法施行規則 定による指定医療 法施行規則 規定による指定医

（昭和25年 機関及び介護機関 （昭和25年 療機関及び介護機

厚生省令第 の指定の辞退の届 厚生省令第 関の指定の辞退の

21号）に基 出の受理 21号）に基 届出の受理

づく知事の づく知事の

権限に属す 権限に属す



る事務 る事務

六 行旅病人１ 同法第５条の規 六 行旅病人１ 同法第５条の規

及行旅死亡 定による行旅病人 及行旅死亡 定による行旅病人

人取扱法 又はその同伴者の 人取扱法 又はその同伴者の

（明治32年 引取り （明治32年 引取り

法律第93 (一) 町村が救護 ○ 総合事務所長 法律第93 (一) 町村が救護 ○ 福祉事務所長

号）に基づ した者に係るも 号）に基づ した者に係るも

く知事の権 の く知事の権 の

限に属する (二) 略 限に属する (二) 略

事務

２ 同法第８条第２ ２ 同法第８条第２

項において準用す 項において準用す

る同法第５条の規 る同法第５条の規

定による行旅死亡 定による行旅死亡

人の同伴者の引取 人の同伴者の引取

り り

(一) 町村が救護 ○ 総合事務所長 (一) 町村が救護 ○ 福祉事務所長

した者に係るも した者に係るも

の の

(二) 略 (二) 略

七 鳥取県行１ 同規則第２条の 七 鳥取県行１ 同規則第２条の

旅病人等引 規定による行旅病 旅病人等引 規定による行旅病

取り及び費 人等の施設への入 取り及び費 人等の施設への入

用弁償規則 所措置 用弁償規則 所措置

（昭和62年 (一) 町村が救護 ○ 総合事務所長 （昭和62年 (一) 町村が救護 ○ 福祉事務所長

鳥取県規則 した者に係るも 鳥取県規則 した者に係るも

第27号）に の 第27号）に の

基づく知事 (二) 略 基づく知事 (二) 略

の権限に属 する事務

する事務 ２ 同規則第４条た ２ 同規則第４条た

だし書の規定によ だし書の規定によ

る県が弁償する費 る県が弁償する費

用の種目又は限度 用の種目又は限度

額の特例の承認 額の特例の承認

(一) 町村の請求 ○ 総合事務所長 (一) 町村の請求 ○ 福祉事務所長

による弁償に係 による弁償に係

るもの るもの

(二) 略 (二) 略

略 略

十六 戦没者１ 同令第９条の規 ○ 十六 戦没者１ 同省令第９条の ○

等の妻に対 定による印鑑及び 等の妻に対 規定による印鑑及

する特別給 償還金支払場所の する特別給 び償還金支払場所

付金支給法 届出の受理 付金支給法 の届出の受理

第４条第２ 第４条第２

項の規定に 項の規定に

より発行す より発行す

る国債の発 る国債の発

行交付等に 行交付等に

関する省令 関する省令

（昭和38年 （昭和38年

大蔵省令第 大蔵省令第

25号）に基 25号）に基

づく知事の づく知事の

権限に属す 権限に属す

る事務 る事務

十七 戦傷病 略 十七 戦傷病 略

者特別援護 者特別援護

法施行令10 同法第20条第１ ○ 総合事務所長 法施行令10 同法第20条第１ ○ 福祉事務所長

（昭和38年 項又は第４項の規 （昭和38年 項又は第４項の規

政令第358 定による更生医療 政令第358 定による更生医療

号）第13条 の給付の決定又は 号）第13条 の給付の決定又は

第１項又は 更生医療に要する 第１項又は 更生医療に要する

附則第８条 費用の支給の決定 附則第８条 費用の支給の決定

の規定によ （市の区域に居住 の規定によ （市の区域に居住

り知事の権 する者への支給決 り知事の権 する者への支給決

限に属する 定を除く。） 限に属する 定を除く。）

ものとされ ものとされ

た戦傷病者 略 た戦傷病者 略

特別援護法 特別援護法

（昭和38年12 同法第21条第１ ○ 総合事務所長 （昭和38年12 同法第21条第１ ○ 福祉事務所長

法律第168 項又は第４項の規 法律第168 項又は第４項の規

号）に基づ 定による補装具の 号）に基づ 定による補装具の

く事務 支給若しくは修理 く事務 支給若しくは修理

又は補装具の購入 又は補装具の購入

又は修理に要する 又は修理に要する

費用の支給の決定 費用の支給の決定

（市の区域に居住 （市の区域に居住

する者への支給決 する者への支給決

定を除く。） 定を除く。）



略 略

略 略

十九 戦傷病１ 同令第６条第１ ○ 十九 戦傷病１ 同規則第６条第 ○

者特別援護 項の規定による療 者特別援護 １項の規定による

法施行規則 養券の交付 法施行規則 療養券の交付

（昭和38年 （昭和38年

厚生省令第２ 同令第10条の規 ○ 厚生省令第２ 同規則第10条の ○

46号）に基 定による療養手当 46号）に基 規定による療養手

づく知事の の支給を終える旨 づく知事の 当の支給を終える

権限に属す の通知及び療養手 権限に属す 旨の通知及び療養

る事務 当の全部又は一部 る事務 手当の全部又は一

を支給しないこと 部を支給しないこ

とした旨の通知 ととした旨の通知

３ 同令第13条の規 ○ 総合事務所長 ３ 同規則第13条の ○ 福祉事務所長

定による更生医療 規定による更生医

券の交付（市の区 療券の交付（市の

域に居住する者へ 区域に居住する者

の交付を除く。） への交付を除

く。）

４ 同令第15条の規 ○ 総合事務所長 ４ 同規則第15条の ○ 福祉事務所長

定による補装具交 規定による補装具

付券又は補装具修 交付券又は補装具

理券の交付（市の 修理券の交付（市

区域に居住する者 の区域に居住する

への交付を除 者への交付を除

く。） く。）

５ 同令第16条第１ ○ ５ 同規則第16条第 ○

項の規定による国 １項の規定による

立保養所入所請求 国立保養所入所請

書等の書類の受理 求書等の書類の受

及び送付 理及び送付

６ 同令第17条の規 ○ ６ 同規則第17条の ○

定による請求の却 規定による請求の

下等の通知 却下等の通知

略 略

三十六 中国１及び２ 略 三十六 中国１及び２ 略

残留邦人等 残留邦人等

の円滑な帰３ 同法第14条第４ の円滑な帰

国の促進及 項においてその例 国の促進及

び帰国後の によることとされ び帰国後の

自立支援に た生活保護法の規 自立支援に

関する法律 定による支援給付 関する法律

（平成６年 に関する事務 （平成６年

法律第30 (一) 福祉保健課 ○ 福祉事務所長 法律第30

号）に基づ の項の四の２、 号）に基づ

く知事の権 ３、４、５、 く知事の権

限に属する ６、16、24、25、 限に属する

事務 26、29及び30に 事務

係るもの

(二) 福祉保健課 ○ 総合事務所長

の項の四の27、

28に係るもの

三十七 原子 略 三十七 原子 略

爆弾被爆者 爆弾被爆者

に対する援２ 同法第７条の規 ○ 総合事務所長 に対する援２ 同法第７条の規 ○ 保健所長

護に関する 定による被爆者の 護に関する 定による被爆者の

法律（平成 健康診断の実施 法律（平成 健康診断の実施

６年法律第 ６年法律第

117号）に３ 同法第19条第１ ○ 総合事務所長 117号）に３ 同法第19条第１ ○ 保健所長

基づく知事 項の規定による被 基づく知事 項及び第３項の規

の権限に属 爆者一般疾病医療 の権限に属 定による被爆者一

する事務 機関の指定又は同 する事務 般疾病医療機関の

条第３項の規定に 指定及び指定の取

よる当該医療機関 消し

の指定の取消し

４ 同法第24条第２ ○ 総合事務所長 ４ 同法第24条第２ ○ 保健所長

項の規定による医 項の規定による医

療特別手当の支給 療特別手当の支給

要件に該当するこ 要件に該当するこ

との認定 との認定

５ 同法第25条第２ ○ 総合事務所長 ５ 同法第25条第２ ○ 保健所長

項の規定による特 項の規定による特

別手当の支給要件 別手当の支給要件

に該当することの に該当することの



認定 認定

６ 同法第26条第２ ○ 総合事務所長 ６ 同法第26条第２ ○ 保健所長

項の規定による原 項の規定による原

子爆弾小頭症手当 子爆弾小頭症手当

の支給要件に該当 の支給要件に該当

することの認定 することの認定

略 略

８ 同法第28条第２ ○ 総合事務所長 ８ 同法第28条第２ ○ 保健所長

項又は第３項ただ 項又は第３項ただ

し書の規定による し書の規定による

保健手当の支給要 保健手当の支給要

件に該当すること 件に該当すること

の認定 の認定

略 略

10 同法第31条の規 ○ 総合事務所長 10 同法第31条の規 ○ 保健所長

定による介護手当 定による介護手当

の支給の決定 の支給の決定

11 同法第32条の規 ○ 総合事務所長 11 同法第32条の規 ○ 保健所長

定による葬祭料の 定による葬祭料の

支給の決定 支給の決定

略 略

三十八 原子 略 三十八 原子 略

爆弾被爆者 爆弾被爆者

に対する援２ 同令第６条の規 ○ 総合事務所長 に対する援２ 同令第６条の規 ○ 保健所長

護に関する 定による被爆者健 護に関する 定による被爆者健

法律施行令 康手帳の再交付 法律施行令 康手帳の再交付

（平成７年 （平成７年

政令第26 政令第26

号）に基づ 号）に基づ

く知事の権 く知事の権

限に属する 限に属する

事務 事務

三十九 原子１ 同令第４条、第 ○ 総合事務所長 三十九 原子１ 同規則第４条、 ○ 保健所長

爆弾被爆者 ７条第１項及び第 爆弾被爆者 第７条第１項及び

に対する援 ３項（同令附則第 に対する援 第３項（同規則附

護に関する ５条において準用 護に関する 則第５条において

法律施行規 する場合を含 法律施行規 準用する場合を含

則（平成７ む。）の規定によ 則（平成７ む。）の規定によ

年厚生省令 る氏名又は居住地 年厚生省令 る氏名又は居住地

第33号）に の変更の届出の受 第33号）に の変更の届出の受

基づく知事 理並びに被爆者健 基づく知事 理並びに被爆者健

の権限に属 康手帳の訂正及び の権限に属 康手帳の訂正及び

する事務 返還 する事務 返還

２ 同令第８条（同 ○ 総合事務所長 ２ 同規則第８条 ○ 保健所長

令附則第５条にお （同規則附則第５

いて準用する場合 条において準用す

を含む。）の規定 る場合を含む。）

による死亡により の規定による死亡

返還される被爆者 により返還される

健康手帳の受理 被爆者健康手帳の

受理

３ 同令第22条第４ ○ ３ 同規則第22条第 ○

項の規定による負 ４項の規定による

傷又は疾病が原子 負傷又は疾病が原

爆弾の傷害作用に 子爆弾の傷害作用

起因するかどうか に起因するかどう

についての厚生労 かについての厚生

働大臣の意見聴取 労働大臣の意見聴

取

４ 同令第34条（同 ○ 総合事務所長 ４ 同規則第34条 ○ 保健所長

令第46条、第50 （同規則第46条、

条、第54条及び第 第50条、第54条及

63条において準用 び第63条において

する場合を含 準用する場合を含

む。）の規定によ む。）の規定によ

る受給権者の氏名 る受給権者の氏名

変更の届出の受理 変更の届出の受理

５ 同令第35条第１ ○ 総合事務所長 ５ 同規則第35条第 ○ 保健所長

項（同令第46条、 １項（同規則第46

第50条、第54条及 条、第50条、第54

び第63条において 条及び第63条にお

準用する場合を含 いて準用する場合



む。）の規定によ を含む。）の規定

る居住地変更の届 による居住地変更

出の受理（県内に の届出の受理（県

おいて居住地を変 内において居住地

更した受給権者が を変更した受給権

提出する場合に限 者が提出する場合

る。） に限る。）

６ 同令第35条から ○ ６ 同規則第35条か ○

第35条の３まで ら第35条の３まで

（同令第46条、第 （同規則第46条、

50条、第54条及び 第50条、第54条及

第63条において準 び第63条において

用する場合を含 準用する場合を含

む。）の規定によ む。）の規定によ

る居住地変更の届 る居住地変更の届

出の受理（県外か 出の受理（県外か

ら転入してきた受 ら転入してきた受

給権者、国外に居 給権者、国外に居

住する受給権者及 住する受給権者及

び国外へ居住地を び国外へ居住地を

変更する受給権者 変更する受給権者

が提出する場合に が提出する場合に

限る。）及び従前 限る。）及び従前

の居住地又は最期 の居住地又は最期

の居住地の都道府 の居住地の都道府

県知事への通知 県知事への通知

７ 同令第36条（同 ○ 総合事務所長 ７ 同規則第36条 ○ 保健所長

令第46条、第50 （同規則第46条、

条、第54条及び第 第50条、第54条及

63条において準用 び第63条において

する場合を含 準用する場合を含

む。）の規定によ む。）の規定によ

る証書の訂正及び る証書の訂正及び

返付 返付

８ 同令第36条（同 ○ 総合事務所長 ８ 同規則第36条 ○ 保健所長

令第46条、第50 （同規則第46条、

条、及び第63条に 第50条、及び第63

おいて準用する場 条において準用す

合を含む。）の規 る場合を含む。）

定による証書の作 の規定による証書

成及び交付 の作成及び交付

９ 同令第36条（同 ○ 総合事務所長 ９ 同規則第36条 ○ 保健所長

令第54条において （同規則第54条に

準用する場合に限 おいて準用する場

る。）の規定によ 合に限る。）の規

る証書の作成及び 定による証書の作

交付 成及び交付

10 同令第37条及び ○ 総合事務所長 10 同規則第37条及 ○ 保健所長

第38条（同令第46 び第38条（同規則

条、第50条及び第 第46条、第50条及

63条において準用 び第63条において

する場合を含 準用する場合を含

む。）の規定によ む。）の規定によ

る証書の再交付 る証書の再交付

11 同令第37条及び ○ 総合事務所長 11 同規則第37条及 ○ 保健所長

第38条（同令第54 び第38条（同規則

条において準用す 第54条において準

る場合に限る。） 用する場合に限

の規定による証書 る。）の規定によ

の再交付 る証書の再交付

12 同令第40条第１ ○ 12 同規則第40条第 ○

項及び第２項（同 １項及び第２項

令第46条、第54条 （同規則第46条、

又は第63条におい 第54条又は第63条

て準用する場合を において準用する

含む。）の規定に 場合を含む。）の

よる受給権者に対 規定による受給権

する失権の通知及 者に対する失権の

び証書の返納の命 通知及び証書の返

令 納の命令

13 同令第41条（同 ○ 総合事務所長 13 同規則第41条 ○ 保健所長

令第46条、第50 （同規則第46条、

条、第54条、第63 第50条、第54条、

条及び第70条にお 第63条及び第70条

いて準用する場合 において準用する

を含む。）の規定 場合を含む。）の

による受給権者の 規定による受給権



死亡の届出の受理 者の死亡の届出の

受理

14 同令第57条及び ○ 総合事務所長 14 同規則第57条及 ○ 保健所長

第58条の規定によ び第58条の規定に

る保健手当受給権 よる保健手当受給

者に対する通知並 権者に対する通知

びに保健手当証書 並びに保健手当証

の返付及び交付 書の返付及び交付

15 同令第66条の規 ○ 総合事務所長 15 同規則第66条の ○ 保健所長

定による介護手当 規定による介護手

継続支給対象者の 当継続支給対象者

氏名変更の届出の の氏名変更の届出

受理 の受理

16 同令第67条第１ ○ 16 同規則第67条第 ○

項の規定による居 １項の規定による

住地変更の届出の 居住地変更の届出

受理（県外から転 の受理（県外から

入してきた介護手 転入してきた介護

当継続支給対象者 手当継続支給対象

が提出する場合に 者が提出する場合

限る。）及び従前 に限る。）及び従

の居住地の都道府 前の居住地の都道

県知事への通知 府県知事への通知

17 同令第67条第１ ○ 総合事務所長 17 同規則第67条第 ○ 保健所長

項の規定による居 １項の規定による

住地変更の届出の 居住地変更の届出

受理（県内におい の受理（県内にお

て居住地を変更し いて居住地を変更

た介護手当継続支 した介護手当継続

給対象者が提出す 支給対象者が提出

る場合に限る。） する場合に限

る。）

18 同令附則第２条 ○ 18 同規則附則第２ ○

第４項の規定によ 条第４項の規定に

る健康診断受診者 よる健康診断受診

証の交付 者証の交付

19 同令附則第４条 ○ 19 同規則附則第４ ○

から第４条の３ま 条から第４条の３

での規定による居 までの規定による

住地変更の届出の 居住地変更の届出

受理及び旧居住地 の受理及び旧居住

又は最期の居住地 地又は最期の居住

の都道府県知事へ 地の都道府県知事

の通知 への通知

20 同令附則第５条 ○ 総合事務所長 20 同規則附則第５ ○ 保健所長

において準用する 条において準用す

同令第７条の２の る同規則第７条の

規定による健康診 ２の規定による健

断受診者証の再交 康診断受診者証の

付 再交付

四十 その他 略 四十 その他 略

の事務 の事務

６ 民生委員及び児 ６ 民生委員・児童

童委員に委嘱され 委員に委嘱された

た者に交付する証 者に交付する証明

明書に関する事務 書に関する事務

(一)～(三) 略 (一)～(三) 略

障一 障害者自 略 障一 障害者自 略

害 立支援法 害 立支援法

福 （平成17年 福 （平成17年

祉 法律第123 祉 法律第123

課 号）に基づ 課 号）に基づ

く知事の権 く知事の権

限に属する 限に属する

事務 事務（同法

第５条第18

項に規定す

る自立支援

医療に係る

事務（22、

30から32ま

で、39及び

40に掲げる

事務を除

く。）にあ

っては、当



該事務のう

ち障害者自

立支援法施

行令（平成

18年政令第

10号）第１

条第１号に

規定する育

成医療に係

るものを除

く。）

略 略

長一 老人福祉 略 長一 老人福祉 略

寿 法（昭和38 寿 法（昭和38

社 年法律第 社 年法律第13 同法第21条の規 ○ 母来寮長

会 133号）に 会 133号）に 定により入所を委

課 基づく知事 課 基づく知事 託した者が支弁す

の権限に属 の権限に属 べき費用のその者

する事務 する事務 からの徴収

13 略 14 略

14 略 15 略

15 略 16 略

二 介護保険 略 二 介護保険 略

法（平成９ 法（平成９

年法律第７ 同法第69条の２ ○ 年法律第７ 同法第69条の２ ○

123号）に 第１項本文の規定 123号）に 第１項本文の規定

基づく知事 による介護支援専 基づく知事 による介護支援専

の権限に属 門員の登録 の権限に属 門員の登録

する事務 する事務

（広域連合 略 （広域連合 略

の長に委任 の長に委任

したものを18 同法第69条の８ ○ したものを18 同法第69条の８ ○

除く。） 第１項の規定によ 除く。） 第１項の規定によ

る介護支援専門員 る介護支援専門員

の登録の更新 の登録の更新

略 略

48 同法第77条第１ ○ 総合事務所長 48 同法第77条第１ ○

項の規定による指 項の規定による指

定居宅サービス事 定居宅サービス事

業者の指定の取消 業者の指定の取消

し及び効力の停止 し及び効力の停止

略 略

61 同法第84条第１ ○ 総合事務所長 61 同法第84条第１ ○

項の規定による指 項の規定による指

定居宅介護支援事 定居宅介護支援事

業者の指定の取消 業者の指定の取消

し及び効力の停止 し及び効力の停止

略 略

73 同法第92条第１ ○ 総合事務所長 73 同法第92条第１ ○

項の規定による指 項の規定による指

定介護老人福祉施 定介護老人福祉施

設の指定の取消し 設の指定の取消し

及び効力の停止 及び効力の停止

略 略

92 同法第104条第１ ○ 総合事務所長 92 同法第104条第１ ○

項の規定による介 項の規定による介

護老人保健施設の 護老人保健施設の

開設の許可の取消 開設の許可の取消

し及び効力の停止 し及び効力の停止

略 略

106 同法第114条第 ○ 総合事務所長 106 同法第114条第 ○

１項の規定による １項の規定による

指定介護療養型医 指定介護療養型医

療施設の指定の取 療施設の指定の取

消し及び効力の停 消し及び効力の停

止 止

略 略



116 同法第115条の ○ 総合事務所長 116 同法第115条の ○

８第１項の規定に ８第１項の規定に

よる指定介護予防 よる指定介護予防

サービス事業者の サービス事業者の

指定の取消し及び 指定の取消し及び

効力の停止 効力の停止

略 略

略 略

六 鳥取県立１ 同条例第３条の ○ 岩井長者寮長

社会福祉施 規定による鳥取県

設の設置及 立岩井長者寮の利

び管理に関 用の許可

する条例

（昭和39年２ 同条例第12条の

鳥取県条例 規定による鳥取県

第11号）に 立岩井長者寮にお

基づく知事 ける使用料の減免

の権限に属 の決定

する事務 (一) 鳥取県立岩 ○ 岩井長者寮長

井長者寮管理規

則（昭和39年鳥

取県規則第48

号）第９条第２

号に該当する場

合に係るもの

(二) (一)以外の ○

場合に係るもの

七 鳥取県立１ 同規則第４条の ○ 母来寮長

母来寮管理 規定による入所措

規則（昭和 置を受ける者及び

59年鳥取県 入所の委託に係る

規則第27 者の受入れ

号）に基づ

く知事の権２ 同規則第４条の ○ 母来寮長

限に属する ２の規定による短

事務 期間入所の委託に

係る者の受入れ

３ 同規則第５条第 ○ 母来寮長

３号の規定による

制限行為の決定

４ 同規則第６条の ○ 母来寮長

規定による入所者

に対する指示

５ 同規則第７条の ○ 母来寮長

規定による退所の

命令及び入所を委

託した者との協議

八 鳥取県立１ 同規則第11条の ○ 岩井長者寮長

岩井長者寮 規定による使用料

管理規則に の徴収猶予の決定

基づく知事

の権限に属２ 同規則第13条の ○ 岩井長者寮長

する事務 規定による承認を

必要とする行為の

承認

３ 同規則第15条の ○ 岩井長者寮長

規定による入寮者

に対する措置の命

令又は必要な指示

４ 同規則第16条の ○ 岩井長者寮長

規定による退寮の

命令及び入寮の取

消し

５ 同規則第20条の ○

規定による管理に

関し必要な事項の

決定

六 略 九 略

子一 児童福祉 略 子一 児童福祉 略

育 法に基づく ど 法に基づく

て 知事の権限２ 略 も 知事の権限１の２ 略

支 に属する事 家 に属する事



援 務（子育て３ 略 庭 務（子ども１の３ 略

総 支援総室の 課 家庭課の所

室 所掌事務に４ 略 掌事務に係１の４ 略

係るものに るものに限

限る。） ５ 略 る。） １の５ 略

６ 略 １の６ 略

７ 略 １の７ 略

８ 同法第20条第１ ○

項の規定による療

育の給付

９ 同法第21条の３ ○

第１項の規定によ

る診療内容等の審

査及び診療報酬の

額の決定

10 同法第21条の３ ○

第４項の規定によ

る診療報酬の支払

に関する事務の委

託

11 同法第21条の４ ○

第１項の規定によ

る指定療育機関の

管理者に対する報

告の要求及び診療

録等の検査

12 同法第21条の４ ○

第２項の規定によ

る診療報酬の支払

の一時差止め

13 同法第21条の５ ○ 総合事務所長

の規定による医療

の給付等

14 略 ２ 略

15 略 ３ 略

16 略 ４ 略

17 略 ５ 略

18 略 ５の２ 略

19 略 ６ 略

20 略 ７ 略

21 略 ８ 略

22 略 ９ 略

23 略 10 略

24 略 11 略

25 略 12 略

26 略 13 略

27 略 14 略

28 略 15 略

29 同法第56条第７ ○

項の規定による医

療機関に支払わな

かった額の徴収

30 略 16 略

31 略 17 略

32 略 18 略

33 略 19 略



34 略 20 略

35 略 21 略

36 略 22 略

37 略 23 略

38 略 24 略

二 児童福祉 略 二 児童福祉 略

法施行令に 法施行令に

基づく知事 基づく知事

の権限に属 の権限に属

する事務 する事務

（子育て支 （子ども家

援総室の所 庭課の所掌

掌事務に係 事務に係る

るものに限 ものに限

る。） る。）

三 児童福祉 略 三 児童福祉 略

法施行規則 法施行規則

（昭和23年 （昭和23年

厚生省令第 厚生省令第

11号）に基 11号）に基

づく知事の づく知事の

権限に属す 権限に属す

る事務（子 る事務（子

育て支援総 ども家庭課

室の所掌事 の所掌事務

務に係るも に係るもの

のに限 に限る。）

る。）

四 略 三の二 略

五 略 三の三 略

六 児童虐待１ 同法第８条の２ ○ 児童相談所長 四 児童虐待１ 同法第９条第１ ○ 児童相談所長

の防止等に 第１項、第９条第 の防止等に 項の規定による児

関する法律 １項及び第９条の 関する法律 童の住所等への立

（平成12年 ２第１項の規定に （平成12年 入調査の実施及び

法律第82 よる身分を証明す 法律第82 身分を証明する証

号）に基づ る証票の交付 号）に基づ 票の交付

く知事の権 く知事の権

限に属する２ 同法第８条の２ ○ 児童相談所長 限に属する

事務 第１項の規定によ 事務

る出頭の要求

３ 同法第８条の２ ○ 児童相談所長

第２項の規定によ

る出頭を求める際

の書面による告知

４ 同法第８条の２ ○ 児童相談所長

第３項の規定によ

る出頭の求めに応

じない場合の立入

調査等の実施

５ 同法第９条第１ ○ 児童相談所長

項の規定よる児童

の住所等への立入

調査等の実施

６ 同法第９条の２ ○ 児童相談所長

第１項の規定よる

児童同伴の再出頭

要求

７ 同法第９条の３ ○ 児童相談所長

第１項の規定よる

児童虐待の疑いの

ある児童の住所等

の臨検又は当該児

童の捜索

８ 同法第９条の３ ○ 児童相談所長

第２項の規定よる

臨検又は捜索に係

る必要な調査等

９ 同法第９条の３ ○ 児童相談所長

第３項の規定よる



同条第１項の許可

状を請求する際の

資料の提出

10 同法第９条の３ ○ 児童相談所長

第５項の規定よる

同条第１項の許可

状の交付

11 同法第11条第３ ○ ２ 同法第11条第２ ○

項の規定による指 項の規定による指

導を受けない保護 導を受けない保護

者に対する勧告 者に対する勧告

12 同法第11条第４ ○ 児童相談所長

項の規定による同

条第３項の勧告に

従わない場合の必

要な措置

13 同法第12条の４ ○

第１項の規定によ

る保護者へのはい

かい等の禁止命令

14 同法第12条の４ ○

第２項の規定によ

るはいかい等の禁

止命令の期間の更

新

15 同法第12条の４ ○

第３項の規定によ

る聴聞の実施

16 同法第12条の４ ○

第４項の規定によ

る命令書の交付

17 同法第12条の４ ○

第６項の規定によ

る命令の取消し

18 略 ３ 略

19 同法第13条の４ ○

の規定による児童

福祉審議会への報

告

七 略 四の二 略

八 略 四の三 略

九 略 五 略

十 略 六 略

十一 略 七 略

十二 社会福 略 八 社会福祉 略

祉法に基づ 法に基づく

く知事の権 知事の権限

限に属する に属する事

事務（子育 務（子ども

て支援総室 家庭課の所

の所掌事務 掌事務に係

に係るもの るものに限

に限る。） る。）

十三 略 九 略

十四 略 十 略

十五 略 十一 略

十六 略 十二 略

十七 略 十三 略

十八 略 十四 略

十九 略 十五 略

二十 母子保１ 同法第18条の規 ○ 総合事務所長



健法（昭和 定による2,500グラ

40年法律第 ム未満の乳児の出

141号）に 生の届出の受理

基づく知事

の権限に属２ 同法第19条第１ ○ 総合事務所長

する事務 項の規定による未

熟児の保護者訪問

及びその指導の実

施

３ 同法第19条第３ ○ 総合事務所長

項の規定による訪

問指導を行う旨の

通知

４ 同法第20条第１ ○ 総合事務所長

項の規定による養

育医療の給付及び

養育医療に要する

費用の支給

５ 同法第20条第５ ○

項の規定による養

育医療を担当させ

る機関の指定

６ 同法第20条第７ ○

項において準用す

る児童福祉法第20

条第８項の規定に

よる指定養育医療

機関の指定の取消

し

７ 同法第20条第７ ○

項において準用す

る児童福祉法第21

条の３第１項の規

定による診療内容

等の審査及び診療

報酬の額の決定

８ 同法第20条第７ ○

項において準用す

る児童福祉法第21

条の３第４項の規

定による診療報酬

の支払に関する事

務の委託

９ 同法第20条第７ ○

項において準用す

る児童福祉法第21

条の４第１項の規

定による指定養育

医療機関の管理者

に対する報告の要

求及び診療録等の

検査

10 同法第20条第７ ○

項において準用す

る児童福祉法第21

条の４第２項の規

定による診療報酬

の支払の一時差止

め

11 同法第21条の４ ○ 総合事務所長

の規定による養育

医療の給付に要す

る費用の全部又は

一部の徴収

二十一 鳥取１ 同規則第３条第 ○ 総合事務所長

県小児慢性 １項の規定による

特定疾患治 医療給付等の措置

療研究事業 に要する費用を支

医療給付措 払うべき旨の命令

置費負担命

令規則（平

成17年鳥取

県規則第29

号）に基づ

く知事の権



限に属する

事務

二十二 母体１ 同法第15条第１ ○

保護法（昭 項の規定による受

和23年法律 胎調節の実地指導

第156号） を行う者の指定及

に基づく知 び同条第２項の規

事の権限に 定によるその指定

属する事務 を受ける助産師等

に係る講習の認定

２ 同法第39条第２ ○

項の規定による受

胎調節の実地指導

を行う者の指定の

取消し

二十三 母体１ 同令第６条の規 ○

保護法施行 定による講習の認

令（昭和24 定の取消し

年政令第16

号）に基づ

く知事の権

限に属する

事務

二十四 母体１ 同令第15条第４ ○

保護法施行 項の規定による受

規則（昭和 胎調節の実地指導

27年厚生省 を行う者の指定の

令第32号） 取消し

に基づく知

事の権限に

属する事務

二十五 略 十六 略

医一 医療法１ 略 医一 医療法１ 略

療 （昭和23年 療 （昭和23年

政 法律第205 ２ 同法第６条の３ ○ 総合事務所長 政 法律第205

策 号）に基づ 第１項の規定によ 策 号）に基づ

課 く知事の権 る病院等の情報の 課 く知事の権

限に属する 報告の受理 限に属する

事務 事務

３ 同法第６条の３ ○ 総合事務所長

第２項の規定によ

る病院等の情報の

変更の報告の受理

４ 同法第６条の３ ○ 総合事務所長

第４項の規定によ

る市町村等に対す

る情報の提供の請

求

５ 同法第６条の３ ○ 総合事務所長

第５項の規定によ

る病院等の情報の

報告事項の公表

６ 同法第６条の３ ○ 総合事務所長

第６項の規定によ

る病院等開設者に

対する報告又は是

正命令

７ 同法第７条第１ ２ 同法第７条第１

項の規定による病 項の規定による病

院等の開設の許可 院等の開設の許可

(一) 一の総合事 ○ 総合事務所長 (一) 一の保健所 ○ 保健所長

務所の所管区域 の管轄区域内に

内における診療 おける診療所又

所又は助産所に は助産所に係る

係るもの もの

(二) 略 (二) 略

８ 同法第７条第２ ３ 同法第７条第２

項の規定による病 項の規定による病

院の病床数等の変 院の病床数等の変

更の許可及び同条 更の許可及び同条

第３項の規定によ 第３項の規定によ

る診療所の病床の る療養所の療養病

設置又は病床数等 床の設置又は病床

の変更の許可 数等の変更の許可



(一) 病院に係る (一) 病院に係る

もの もの

(１) 略 (１) 略

(２) (１)以外 (２) (１)以外

のもの のもの

イ 一の総合 ○ 総合事務所長 イ 一の保健 ○ 保健所長

事務所の所 所の管轄区

管区域内に 域内におけ

おけるもの るもの

ロ 略 ロ 略

(二) 診療所又は (二) 診療所又は

助産所に係るも 助産所に係るも

の の

(１) 一の総合 ○ 総合事務所長 (１) 一の保健 ○ 保健所長

事務所の所管 所の管轄区域

区域内におけ 内におけるも

るもの の

(２) 略 (２) 略

９ 同法第８条の規 ○ 総合事務所長 ４ 同法第８条の規 ○ 保健所長

定による診療所又 定による診療所又

は助産所の開設の は助産所の開設の

届出の受理 届出の受理

10 同法第８条の２ ５ 同法第９条の規

第２項の規定によ 定による病院等の

る病院等の休止等 休止等の届出の受

の届出の受理 理

(一) 診療所又は ○ 総合事務所長 (一) 診療所又は ○ 保健所長

助産所の休止等 助産所の休止等

の届出に係るも の届出に係るも

の の

(二) 略 (二) 略

11 同法第12条第１ ６ 同法第12条第１

項ただし書の規定 項ただし書の規定

による病院等の開 による病院等の開

設者が他の者にそ 設者が他の者にそ

の管理をさせる場 の管理をさせる場

合の許可 合の許可

(一) 一の総合事 ○ 総合事務所長 (一) 一の保健所 ○ 保健所長

務所の所管区域 の管轄区域内に

内に係るもの 係るもの

(二) 略 (二) 略

12 同法第12条第２ ７ 同法第12条第２

項の規定による病 項の規定による病

院等を管理する医 院等を管理する医

師等が他の病院等 師等が他の病院等

の管理者となる場 の管理者となる場

合の許可 合の許可

(一) 当該診療所 ○ 総合事務所長 (一) 当該診療所 ○ 保健所長

又は助産所が当 又は助産所が当

該医師等の管理 該医師等の管理

する診療所又は する診療所又は

助産所の所在地 助産所の所在地

を所管する総合 を管轄する保健

事務所の所管区 所の管轄区域内

域内に所在する に所在する場合

場合に係るもの に係るもの

(二) (一)以外の ○ (二) (一)以外の ○

もの もの

13 同法第12条の２ ○

の規定による地域

医療支援病院の業

務に関する報告書

の受理

14 同法第15条第３ ○ 総合事務所長 ８ 同法第15条第３ ○ 保健所長

項によるエックス 項によるエックス

線装置を備えたと 線装置を備えたと

き等に係る病院又 き等に係る病院又

は診療所の管理者 は診療所の管理者

からの届出の受理 からの届出の受理

15 略 ９ 略

16 同法第18条ただ 10 同法第18条ただ

し書の規定による し書の規定による

病院等に専属の薬 病院等に専属の薬

剤師を置かないこ 剤師を置かないこ

との許可 との許可

(一) 診療所に係 ○ 総合事務所長 (一) 診療所に係 ○ 保健所長

るもの るもの



(二) 略 (二) 略

17 同法第23条の２ 11 同法第23条の２

の規定による病院 の規定による病院

等又は療養病床を 等又は療養病床を

有する診療所の開 有する診療所の開

設者に対するその 設者に対するその

人員の増員命令又 人員の増員命令又

はその業務の全部 はその業務の全部

若しくは一部の停 若しくは一部の停

止命令 止命令

(一) 一の総合事 ○ 総合事務所長 (一) 一の保健所 ○ 保健所長

務所の所管区域 の管轄区域内に

内における診療 おける診療所に

所に係るもの 係るもの

(二) 略 (二) 略

18 同法第24条第１ 12 同法第24条第１

項の規定による病 項の規定による病

院等の開設者に対 院等の開設者に対

する病院等の施設 する病院等の施設

の使用の制限等の の使用の制限等の

命令 命令

(一) 診療所又は ○ 総合事務所長 (一) 診療所又は ○ 保健所長

助産所の施設に 助産所の施設に

係るもの 係るもの

(二) 略 (二) 略

19 同法第27条の規 ○ 総合事務所長 13 同法第27条の規 ○ 保健所長

定による病院等の 定による病院等の

構造設備の検査の 構造設備の検査の

実施及び許可証の 実施及び許可証の

交付 交付

20 同法第28条の規 14 同法第28条の規

定による病院等の 定による病院等の

管理者の変更の命 管理者の変更の命

令 令

(一) 診療所又は ○ 総合事務所長 (一) 診療所又は ○ 保健所長

助産所の施設に 助産所の施設に

係るもの 係るもの

(二) 略 (二) 略

21 略 15 略

22 略 15の２ 略

23 略 16 略

24 同法第30条の規 17 同法第30条の規

定による処分を受 定による処分を受

けた者に対する弁 けた者に対する弁

明の機会の付与 明の機会の付与

(一)及び(二) 略 (一)及び(二) 略

(三) (一)及び ○ 総合事務所長 (三) (一)及び ○ 保健所長

(二)以外の処分 (二)以外の処分

を受けた者に係 を受けた者に係

るもの るもの

25 同法第30条の11 ○ 18 同法第30条の７ ○

の規定による病院 の規定による病院

の開設等に関する の開設等に関する

勧告 勧告

26 略 19 略

27 同法第42条の２ ○

第１項の規定によ

る社会医療法人の

設立の認定

28 略 20 略

29 略 21 略

30 略 22 略

31 略 23 略

32 略 24 略

33 略 24の２ 略

34 同法第52条第１ ○ 24の３ 同法第51条 ○

項の規定による医 第１項の規定によ



療法人の事業報告 る医療法人の決算

書等の届出の受理 の届出の受理

35 略 25 略

36 略 25の２ 略

26 同法第56条第２ ○

項又は第３項の規

定による解散した

医療法人の残余財

産の処分又は帰属

の認可

37 略 27 略

38 略 28 略

39 略 29 略

40 略 30 略

41 同法第64条の２ ○ 30の２ 同法第64条 ○

の規定による社会 の２の規定による

医療法人に対する 特別医療法人に対

収益業務の停止の する収益業務の停

命令 止の命令

42 略 31 略

43 略 31の２ 略

44 略 32 略

二 医療法施１ 同令第３条の３ ○ 総合事務所長 二 医療法施

行令（昭和 の規定による病床 行令（昭和

23年政令第 数等の届出の受理 23年政令第

326号）に 326号）に

基づく知事２ 同令第４条第１ ○ 総合事務所長 基づく知事１ 同令第４条第１ ○ 保健所長

の権限に属 項の規定による病 の権限に属 項の規定による病

する事務 院を開設した者、 する事務 院を開設した者、

医師及び歯科医師 医師及び歯科医師

でない者で診療所 でない者で診療所

を開設したもの若 を開設したもの若

しくは助産師でな しくは助産師でな

い者で助産所を開 い者で助産所を開

設したものからの 設したものからの

住所等の変更の届 住所等の変更の届

出の受理、同条第 出の受理、同条第

２項の規定による ２項の規定による

診療所に病床を設 診療所に療養病床

けた者からの病床 を設けた者からの

数等の変更の届出 療養病床に係る病

の受理又は同条第 床数等の変更の届

３項の規定による 出の受理又は同条

診療所を開設した 第３項の規定によ

医師等若しくは助 る診療所を開設し

産所を開設した助 た医師等若しくは

産師からの届け出 助産所を開設した

た事項の変更の届 助産師からの届け

出の受理 出た事項の変更の

届出の受理

３ 同令第４条の２ ○ 総合事務所長 ２ 同令第４条の２ ○ 保健所長

の規定による診療 の規定による診療

所又は助産所の開 所又は助産所の開

設の許可を受けた 設の許可を受けた

者からの開設年月 者からの開設年月

日等の届出の受理 日等の届出の受理

又は届け出た事項 又は届け出た事項

の変更の届出の受 の変更の届出の受

理 理

４ 同令第５条の12 ○ 総合事務所長 ３ 同令第５条の７ ○ 保健所長

の規定による登記 の規定による登記

の届出の受理 の届出の受理

５ 同令第５条の13 ○ 総合事務所長 ４ 同令第５条の８ ○ 保健所長

の規定による医療 の規定による医療

法人の役員に変更 法人の役員に変更

があった旨の届出 があった旨の届出

の受理 の受理

三 医療法１ 同令第１条の規 ○

施行規則 定による病院等の



（昭和23年 情報に係る知事へ

厚生省令第 の報告の方法等の

50号）に基 決定

づく知事の

権限に属す

る事務

四 略 三 略

五 略 四 略

六 歯科技工１ 同法第６条第３ ○ 総合事務所長 五 歯科技工１ 同法第６条第３ ○ 保健所長

士法（昭和 項の規定による歯 士法（昭和 項の規定による歯

30年法律第 科技工士の氏名、 30年法律第 科技工士の氏名、

168号）に 住所等の届出の受 168号）に 住所等の届出の受

基づく知事 理 基づく知事 理

の権限に属 の権限に属

する事務 略 する事務 略

２ 同法第21条の規 ○ 総合事務所長 ２ 同法第21条の規 ○ 保健所長

定による歯科技工 定による歯科技工

所の開設の場所等 所の開設の場所等

の届出の受理若し の届出の受理若し

くは届け出た事項 くは届け出た事項

の変更の届出の受 の変更の届出の受

理又は歯科技工所 理又は歯科技工所

の休止若しくは廃 の休止若しくは廃

止若しくは再開の 止若しくは再開の

届出の受理 届出の受理

３ 同法第24条の規 ○ 総合事務所長 ３ 同法第24条の規 ○ 保健所長

定による歯科技工 定による歯科技工

所の開設者に対す 所の開設者に対す

る構造設備の改善 る構造設備の改善

の命令 の命令

略 略

６ 同法第27条第１ ○ 総合事務所長 ６ 同法第27条第１ ○ 保健所長

項の規定による歯 項の規定による歯

科技工所の開設者 科技工所の開設者

若しくは管理者等 若しくは管理者等

に対する報告の命 に対する報告の命

令又は歯科技工所 令又は歯科技工所

への立入り及び清 への立入り及び清

潔保持の状況等の 潔保持の状況等の

検査の実施 検査の実施

七 略 六 略

八 診療放射 略 七 診療放射 略

線技師法 線技師法

（昭和26年２ 同法第28条第２ ○ 総合事務所長 （昭和26年２ 同法第28条第２ ○ 保健所長

法律第226 項の規定による照 法律第226 項の規定による照

号）に基づ 射録の提出の要求 号）に基づ 射録の提出の要求

く知事の権 及び照射録の検査 く知事の権 及び照射録の検査

限に属する の実施 限に属する の実施

事務 事務

九 行政事務１ 同法第27条第２ ○ 総合事務所長 八 行政事務１ 同法第27条第２ ○ 保健所長

の簡素合理 の規定による照射 の簡素合理 の規定による照射

化及び整理 録の提出の要求及 化及び整理 録の提出の要求及

に関する法 び照射録の検査の に関する法 び照射録の検査の

律（昭和58 実施 律（昭和58 実施

年法律第83 年法律第83

号）附則第 号）附則第

５条第６項 ５条第６項

の規定によ の規定によ

りなおその りなおその

効力を有す 効力を有す

ることとさ ることとさ

れる同法第 れる同法第

22条の規定 22条の規定

による改正 による改正

前の診療放 前の診療放

射線技師及 射線技師及

び診療エッ び診療エッ

クス線技師 クス線技師

法（昭和26 法（昭和26

年法律第 年法律第

226号）に 226号）に

基づく知事 基づく知事

の権限に属 の権限に属

する事務 する事務



十 あん摩マ１ 同法第８条の規 ○ 総合事務所長 九 あん摩マ１ 同法第８条の規 ○ 保健所長

ッサージ指 定による施術者に ッサージ指 定による施術者に

圧師、はり 対する業務に関す 圧師、はり 対する業務に関す

師、きゅう る指示 師、きゅう る指示

師等に関す 師等に関す

る法律（昭２ 同法第９条の２ ○ 総合事務所長 る法律（昭２ 同法第９条の２ ○ 保健所長

和22年法律 の規定による施術 和22年法律 の規定による施術

第217号） 所の開設者の氏名 第217号） 所の開設者の氏名

に基づく知 等若しくはその変 に基づく知 等若しくはその変

事の権限に 更の届出の受理又 事の権限に 更の届出の受理又

属する事務 は施術所の休止若 属する事務 は施術所の休止若

しくは廃止若しく しくは廃止若しく

は休止した施術所 は休止した施術所

の再開の届出の受 の再開の届出の受

理 理

２の２ 同法第９条 ○ 総合事務所長 ２の２ 同法第９条 ○ 保健所長

の４の規定による の４の規定による

住所地又は施術所 住所地又は施術所

の所在地が鳥取県 の所在地が鳥取県

の区域外にある施 の区域外にある施

術者が鳥取県に滞 術者が鳥取県に滞

在して業務を行う 在して業務を行う

旨の届出の受理 旨の届出の受理

３ 同法第10条第１ ○ 総合事務所長 ３ 同法第10条第１ ○ 保健所長

項の規定による施 項の規定による施

術者等に対する報 術者等に対する報

告の要求又は施術 告の要求又は施術

所の臨検若しくは 所の臨検若しくは

検査の実施 検査の実施

４ 同法第11条第２ ○ 総合事務所長 ４ 同法第11条第２ ○ 保健所長

項の規定による施 項の規定による施

術所の使用制限若 術所の使用制限若

しくは禁止又は改 しくは禁止又は改

善若しくは措置の 善若しくは措置の

命令 命令

５ 同法第12条の２ ○ 総合事務所長 ５ 同法第12条の２ ○ 保健所長

第２項において準 第２項において準

用する同法第８条 用する同法第８条

の規定による医業 の規定による医業

類似行為を業とし 類似行為を業とし

て行うことができ て行うことができ

る者等に対する業 る者等に対する業

務に関する指示 務に関する指示

６ 同法第12条の２ ○ 総合事務所長 ６ 同法第12条の２ ○ 保健所長

第２項において準 第２項において準

用する同法第９条 用する同法第９条

の２の規定による の２の規定による

施術所の開設者の 施術所の開設者の

氏名等若しくはそ 氏名等若しくはそ

の変更の届出の受 の変更の届出の受

理又は施術所の休 理又は施術所の休

止若しくは廃止若 止若しくは廃止若

しくは休止した施 しくは休止した施

術所の再開の届出 術所の再開の届出

の受理 の受理

７ 同法第12条の２ ○ 総合事務所長 ７ 同法第12条の２ ○ 保健所長

第２項において準 第２項において準

用する同法第10条 用する同法第10条

第１項の規定によ 第１項の規定によ

る医業類似行為を る医業類似行為を

業として行うこと 業として行うこと

ができる者等に対 ができる者等に対

する報告の要求又 する報告の要求又

はその行為をする はその行為をする

所の臨検若しくは 所の臨検若しくは

検査の実施 検査の実施

８ 同法第12の２第 ○ 総合事務所長 ８ 同法第12の２第 ○ 保健所長

２項において準用 ２項において準用

する同法第11条第 する同法第11条第

２項の規定による ２項の規定による

施術所の使用制限 施術所の使用制限

若しくは禁止又は 若しくは禁止又は

修繕若しくは改造 修繕若しくは改造

の命令 の命令

略 略

十一 あん摩１ すべての事務 ○ 総合事務所長 九の二 あん１ すべての事務 ○ 保健所長



マッサージ 摩マッサー

指圧師、は ジ指圧師、

り師、きゅ はり師、き

う師等に関 ゅう師等に

する法律第 関する法律

９条の２第 第９条の２

１項の規定 第１項の規

による施術 定による施

者の届出を 術者の届出

した旨の証 をした旨の

明書の交付 証明書の交

に関する規 付に関する

則（平成14 規則（平成

年鳥取県規 14年鳥取県

則第77号） 規則第77

に基づく知 号）に基づ

事の権限に く知事の権

属する事務 限に属する

事務

十二 臨床検 略 十 臨床検査 略

査技師等に 技師、衛生

関する法律５ 同法第20条の５ ○ 総合事務所長 検査技師等５ 同法第20条の５ ○ 保健所長

（昭和33年 第１項の規定によ に関する法 の規定による衛生

法律第76 る衛生検査所の立 律（昭和33 検査所の立入検査

号）に基づ 入検査 年法律第76

く知事の権 号）に基づ

限に属する 略 く知事の権 略

事務 限に属する

事務

十三 臨床検１ 同令第13条の規 ○ 十一 臨床検１ 同規則第13条の ○

査技師等に 定による登録証明 査技師、衛 規定による登録証

関する法律 書の交付 生検査技師 明書の交付

施行規則 等に関する

（昭和33年２ 同令第14条第２ ○ 法律施行規２ 同規則第14条第 ○

厚生省令第 項の規定による登 則（昭和33 ２項の規定による

24号）に基 録証明書への記載 年厚生省令 登録証明書への記

づく知事の 及びその交付 第24号）に 載及びその交付

権限に属す 基づく知事

る事務 ３ 同令第18条第１ ○ の権限に属３ 同規則第18条第 ○

項の規定による登 する事務 １項の規定による

録証明書の書換交 登録証明書の書換

付 交付

４ 同令第19条第１ ○ ４ 同規則第19条第 ○

項の規定による登 １項の規定による

録証明書の再交付 登録証明書の再交

付

十四 略 十二 略

十五 略 十三 略

十六 略 十四 略

十七 略 十五 略

十八 略 十六 略

十九 略 十七 略

二十 略 十八 略

二十一 略 十九 略

二十二 救急１ 同令第２条の規 ○ 二十 救急病１ 同省令第２条の ○

病院等を定 定による救急病院 院等を定め 規定による救急病

める省令 等の認定 る省令（昭 院等の認定

（昭和39年 和39年厚生

厚生省令第 省令第８

８号）に基 号）に基づ

づく知事の く知事の権

権限に属す 限に属する

る事務 事務

二十三 柔道１ 同法第18条第１ ○ 総合事務所長 二十一 柔道１ 同法第18条の規 ○ 保健所長

整復師法 項の規定による柔 整復師法 定による柔道整復

（昭和45年 道整復師に対する （昭和45年 師に対する業務に

法律第19 業務に関する指示 法律第19 関する指示

号）に基づ 号）に基づ

く知事の権２ 同法第19条の規 ○ 総合事務所長 く知事の権２ 同法第19条の規 ○ 保健所長

限に属する 定による施術所の 限に属する 定による施術所の

事務 開設の場所等若し 事務 開設の場所等若し

くはその変更の届 くはその変更の届



出の受理又は施術 出の受理又は施術

所の休止若しくは 所の休止若しくは

廃止若しくは休止 廃止若しくは休止

した施術所の再開 した施術所の再開

の届出の受理 の届出の受理

３ 同法第21条第１ ○ 総合事務所長 ３ 同法第21条第１ ○ 保健所長

項の規定による施 項の規定による施

術所の開設者等に 術所の開設者等に

対する報告の要求 対する報告の要求

又は施術所への立 又は施術所への立

入検査 入検査

４ 同法第22条の規 ○ 総合事務所長 ４ 同法第22条の規 ○ 保健所長

定による施術所の 定による施術所の

使用制限若しくは 使用制限若しくは

禁止又は改善若し 禁止又は改善若し

くは措置の命令 くは措置の命令

二十四 死体１ 同法第19条第１ ○ 総合事務所長 二十二 死体１ 同法第19条第１ ○ 保健所長

解剖保存法 項の規定による死 解剖保存法 項の規定による死

（昭和24年 体の保存の許可 （昭和24年 体の保存の許可

法律第204 法律第204

号）に基づ 号）に基づ

く知事の権 く知事の権

限に属する 限に属する

事務 事務

医一 高齢者の１ 同法第44条第４ ○ 医一 老人保健

療 医療の確保 項の規定による前 療 法（昭和57

指 に関する法 期高齢者納付金及 指 年法律第80

導 律（平成18 び延滞金の滞納処 導 号）に基づ

課 年法律第80 分 課 く知事の権

号）に基づ 限に属する

く知事の権２ 同法第61条第１ ○ 事務

限に属する 項の規定による医

事務 師等に対する報告

等の命令又は質問

３ 同法第61条第２ ○

項の規定による療

養の給付等を受け

た者に対する報告

等の命令又は質問

４ 同法第66条第１ ○ １ 同法第27条第１ ○

項の規定による保 項の規定による保

険医療機関等及び 険医療機関及び保

保険医等に対する 険医等の指導

指導

５ 同法第72条第１ ○ ２ 同法第31条第１ ○

項の規定による保 項の規定による保

険医療機関等に対 険医療機関等に対

する報告等の命 する報告等の命

令、保険医療機関 令、保険医療機関

等の開設者等に対 等の開設者等に対

する出頭の要求又 する出頭の要求又

は関係者に対する は関係者に対する

質問若しくは設備 質問若しくは設備

等の検査 等の検査

６ 同法第72条第３ ○ ３ 同法第31条第５ ○

項の規定による保 項の規定による保

険医療機関等に対 険医療機関等に対

して処分が必要と して処分が必要と

認めるときの大臣 認めるときの大臣

への通知 への通知

７ 同法第80条の規 ○ ４ 同法第44条第１ ○

定による指定訪問 項の規定による医

看護事業者及び看 師等に対する報告

護師等に対する指 等の命令又は質問

導

８ 同法第81条第１ ○ ５ 同法第44条第２ ○

項の規定による指 項の規定による医

定訪問看護事業者 療を受けた者に対

等に対する報告等 する報告等の命令

の命令若しくは出 又は質問

頭の要求又は関係

者に対する質問若

しくは帳簿等の検

査



９ 同法第81条第３ ○

項の規定による指

定訪問看護事業者

に対して処分が必

要と認めるときの

大臣への通知

10 同法第124条にお ○ ６ 同法第60条第４ ○

いて準用する第44 項の規定による拠

条第４項の規定に 出金及び延滞金の

よる後期高齢者支 滞納処分

援金及び延滞金の

滞納処分

11 同法第133条第２ ○ ７ 同法第76条第１ ○

項の規定による後 項の規定による基

期高齢者医療広域 金等からの業務等

連合が同法の規定 に関する報告の徴

による給付以外の 収又は実地検査の

給付をする場合等 実施

の協議

12 同法第134条第２ ○ ８ 同法第79条第３ ○

項の規定による保 項の規定による保

険者からの業務に 険者からの業務に

関する報告の徴収 関する報告の徴収

又は実地検査の実 又は実地検査の実

施 施

13 同法第152条第１ ○

項の規定による支

払基金等からの業

務等に関する報告

の徴収又は実地検

査の実施

略 略

三 医療法に１ 同法第５条第２ ○ 総合事務所長 三 医療法に１ 同法第５条第２ ○ 保健所長

基づく知事 項の規定による往 基づく知事 項の規定による往

の権限に属 診のみによって診 の権限に属 診のみによって診

する事務 療に従事する医師 する事務 療に従事する医師

等に対する報告の 等に対する報告の

命令又は検査のた 命令又は検査のた

めの診療録等の提 めの診療録等の提

出要求 出要求

２ 同法第25条第１ ２ 同法第25条第１

項の規定による病 項の規定による病

院等の開設者等に 院等の開設者等に

対する報告の命令 対する報告の命令

及び病院等への立 及び病院等への立

入検査の実施 入検査の実施

(一) 診療所又は ○ 総合事務所長 (一) 診療所又は ○ 保健所長

助産所の施設に 助産所の施設に

係るもの 係るもの

(二) 略 (二) 略

３ 同法第25条第２ ３ 同法第25条第２

項の規定による病 項の規定による病

院等の開設者等に 院等の開設者等に

対する診療録その 対する診療録その

他の物件の提出の 他の物件の提出の

命令 命令

(一) 診療所又は ○ 総合事務所長 (一) 診療所又は ○ 保健所長

助産所に係るも 助産所に係るも

の の

(二) 略 (二) 略

四 薬事法１ 同法第４条第１ ○ 総合事務所長 四 薬事法１ 同法第４条第１ ○ 保健所長

（昭和35年 項の規定による薬 （昭和35年 項の規定による薬

法律第145 局の開設の許可 法律第145 局の開設の許可

号）に基づ 号）に基づ

く知事の権２ 同法第４条第２ ○ 総合事務所長 く知事の権２ 同法第４条第２ ○ 保健所長

限に属する 項の規定による薬 限に属する 項の規定による薬

事務 局の開設の許可の 事務 局の開設の許可の

更新 更新

略 略

４ 同法第８条の２ ○ 総合事務所長 ４ 同法第８条の２ ○ 保健所長

第１項の規定によ 第１項の規定によ

る薬局に関する情 る薬局に関する情

報の報告の受理 報の報告の受理
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